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                       2003 年度のメコン･ウォッチ                       
 
組織 1993 年 3 月以来任意団体として活動してきたメコン・ウォッチは、本年度、特定

非営利活動法人として認証され、2003 年 10 月から同法人として再スタートを切った。 
スタッフ 2003 年 5 月～8 月に中国雲南省担当を置いた。常勤スタッフとしては、4 月

に総務・ラオス担当が、10 月にカンボジア担当が増え、常勤・非常勤を含め 7 人体制

となった。カンボジア担当は 2004 年 1 月からプノンペンにベースを置き、現地の NGO
フォーラムの協力を得ながら活動を始めた。 
戦略 2004 年 3 月に第 2 回全体スタッフ会議を 1 年半ぶりにタイで開催した。2002 年の

第 1 回会議ではメコン・ウォッチのビジョン、長期目標、中期目標などを改定したが、

今年度は活動の共有と戦略の議論が中心だった。 
 
                        調査研究とモニタリング                         
 
◆プロジェクトモニタリング 

自然資源に依存して生活する人々にとって、潜在的な脅威となるようなプロジェクト

やプログラムのモニタリングを行った。日本の二国間援助（特に国際協力銀行＝JBIC）
案件、世界銀行やアジア開発銀行（ADB）の融資案件のほか、日本企業の投資なども対

象とした。具体的には次のような事業についてである。 
【中国雲南省】昆明上水道整備事業（JBIC：関係する雲龍ダムによる立ち退き） 
【ビルマ】中部半乾燥地帯の植林事業：（無償資金協力：土地利用をめぐる紛争）、ワ

州の麻薬撲滅・農村開発事業（草の根無償：民族対立の固定化） 
【カンボジア】トンレサップ湖・チョンクニアス港計画（ADB：漁業・生態系への影響）、

国道一号線改修事業（無償資金協力：立ち退き、社会影響） 
【ラオス】ナムトゥン 2 ダム（世界銀行と ADB：立ち退き、下流被害、債務） 
【タイ】ラムタコン揚水発電プロジェクト（世界銀行と JBIC：粉塵による健康被害） 
【ベトナム】ターチャック貯水池プロジェクト（JBIC：立ち退き、下流被害） 
 
◆政策の調査研究 
１．アジア開発銀行（ADB）の情報公開政策 

情報公開政策の改定を始めたアジア開発銀行（ADB）については、改定プロセスの透

明性と市民社会との対話の機会の拡大を求めた。並行して、これまでの政策を分析し、

改善に向けた提言を ADB に提出した。それをもとに、日本政府内で ADB を担当する

財務省と内容に関する協議を行った。 
 
２．JICA の環境社会配慮政策 

2002 年 12 月に始まった JICA 環境社会配慮ガイドライン改定委員会に委員として参

加し、JICA と外務省の権限の違いや意思決定プロセスについて研究すると同時に、技

術協力・開発調査を担う JICA に求められる社会配慮項目、戦略的環境アセスメントな

どについて調査・研究を行い委員会の提言内容に反映させた。 
 
◆フィールド研究 
１．ラオスの参加型森林管理 

財団法人地球環境戦略研究機関（IGES）及び東京大学との共同アクションリサーチ

プロジェクト。北部ウドムサイ県のパクベン郡で、住民中心の森林管理を実現するため

の障害や可能性について調査を実施した。結果として、森林や林地の管理権を明確にし

て荒廃林を農地として個人に分配する「土地・森林移譲政策」が適切に行われなかった

ために、様々な問題が起きていることが明らかになった。 
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２．流域住民の知見による魚の回遊に関する調査 
メコン河流域で進む河川開発が引き起こす水流や水位の変化が特に魚類の生態へ大

きな影響を与えている中、本プロジェクトでは、メコン河支流のムン川（タイ）で漁撈・

漁業を行う住民の知識・経験を記録した。この調査活動を通じ、今後のメコン河におけ

る生物多様性保護のため、開発を行う側に対し、起こりうる影響に対する注意を喚起す

る一つの情報となることを目指した。 
 
                     情報の発信（Resource Development）                               
 
情報の発信は、調査・研究などを通じて入手・分析した情報を、日本の市民社会や、

メコン河流域国など海外の市民社会に提供する活動である。 
 
◆JBIC 市民ガイドの制作 

JBIC の新しい環境社会配慮ガイドラインとその遵守のための異議申し立て制度をど

う使えるのか、使えない部分はどのように対応するのか―事業によって負の影響を受け

る発展途上国の住民や NGO が、この新しい制度を使って問題回避・軽減につなげられ

るようにするための市民向けガイドブックの制作を行った。年度内に英語の草案が完成

し、発展途上国や先進国の NGO などからコメントをもらった。 
 
◆JBIC の異議申し立て制度に関する国際シンポジウム 
世界銀行の元インスペクションパネル議長、ADB 初のインスペクション調査に関わ

った専門家、インスペクションへの申し立てを支援してきたアメリカの NGO スタッフ

などを海外から招き、援助機関が環境社会配慮政策を適切に実施しなかった場合の異議

申し立て制度について議論する国際シンポジウムを東京で開催した。200 人近い参加申

込があり注目度が高かったが、肝心の JBIC は、シンポジウムが JBIC に批判的であると

の理由から、直前に出席を取りやめた。 
 
◆JBIC の環境社会配慮政策に関するセミナー 

2003 年 12 月に、第 2 回世界ダム被害住民会議（タイ、ラーシーサライ）で、タイや

海外からの参加者を対象に JBIC の環境社会配慮政策に関するセミナーを開催した。20
人ほどが参加し、特にフィリピンや南アジアの NGO が強い関心を示した。 
 
◆メコン・ライブラリー 

2003 年 6 月にメコン・ライブラリーを開設した。当初は 800 点ほどの文献だったが、

現在では毎月寄贈などによって蔵書数が増え、年度末では 1000 点に達した。既存の文

献は全てデータベース化してホームページから検索できる。また、毎月新しく入手した

文献はデータベースに加える一方で、メールニュースとして新着文献情報を提供してい

る。会員を主なターゲットに貸出を始めたが、現在のところ利用者は極めて限定的。 
 
◆出版 

2002 年度から研究会を行ってきた国際機関及び JBIC の環境社会配慮政策の遵守メカ

ニズムに関する本を出版した。『被害住民が問う開発援助の責任―インスペクションと

異議申し立て』（築地書館）である。JICA の環境社会配慮ガイドライン改定前に出版

し 、 今 後 に 役 立 て る の が 目 的 で あ る 。 ま た 、 雲 南 省 へ の 調 査 結 果

を、”LANCANG-MEKONG ～A River of Controversy～”という英文ブックレットとして、

タイ及びアメリカの NGO と共同で出版した。 
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◆メコン談話室 
メコン河流域国の開発や環境に関わる問題を、一般市民向けにわかりやすく伝えよう

というミニセミナーでこれが 3 年目。本年度はこれまでで最も少ない 4 回の開催に留ま

った。テーマは別添２を参照。参加者は、テーマ毎に様々で、学生、研究者、政府関係

者、援助関係者、サラリーマン、技術者などバックグラウンドは多様である。毎回 10
～30 人くらいが参加している。 
 
◆フィールドスクール 

2004 年 2 月 25 日～3 月 3 日にかけて、タイの東北部へのフィールドスクール（スタ

ディツアー）を開催した。東北タイにあるパクムンダムとラムタコン揚水式発電所の訪

問、また NGO や研究者、開発機関からのレクチャーも入るスクール方式をとった。積

極的な参加者が多く、事業後、メコン・ウォッチのボランティアとして活動に加わる参

加者も現れた。 
 
◆フォーラム Mekong の出版 

季刊フォーラム Mekong を引き続き発行した。ただし年間 4 号目は発行が遅れ、2004
年 6 月発行予定である。特集はメコン「水の声」、電源開発、中国・雲南現地調査報告、

それに遅れた号はカンボジア特集となっている。購読者は 180 名前後で増加傾向。 
 
◆メールニュース 

2003 年度は 81 本の日本語メールニュースを配信した。ホームページを通じて受信を

申し込んでいる人は前年度末の 269 人から 352 人に増加した。また英語ニュース Catfish 
Tales は前年度の 10 回に対して今年度は 4 回の配信に留まった。 
 
◆ホームページ 

英語のホームページは、全面的な改装を目指しており、2003 年度はテスト版を作っ

た。一方、日本語の改定は少しずつ進み、レイアウトが決定した。ホームページの更新

は月に 2 度ほど行い、アクセス数は月に 2000 回前後。アクセスが目立つのは政府関係

者やメコン河流域国に投資している企業。 
 
◆活動報告会と国際協力フェスティバル 

2003 年 9 月 20 日に任意団体としての解散総会を兼ねた活動報告会を開催。30 人ほど

が参加した。10 月 4-5 日には日比谷公園で開かれた国際協力フェスティバルにテントを

出し、ミニセミナーを開催した。延べで 100 人近くがセミナーに参加した。 
 
◆講師派遣 

メコン河の開発と環境や政府開発援助に関するテーマの講演会やセミナーにメコ

ン・ウォッチのスタッフを派遣している。具体的には JICA 専門家養成コース（インフ

ラ整備）、内閣府青少年育成事業、アジア太平洋資料センター（PARC）自由学校、草

の根市民運動、アジア協会、リザルツ、ピースボート、アジア経済研究所、朝日新聞ア

ジアネットワーク、各大学（関西外国語大学、一橋大学、北海道大学、東京大学等）で

の講義など。 
 
◆バンコクセミナー 

2003 年 7 月にサムットプラカン汚水処理プロジェクトに反対する住民リーダーを招

いて、在バンコク日本人を主なターゲットとしたセミナーを開催した。 
 
◆マスメディア対策 
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メコン・ウォッチのメディア対策は活動を報じてもらうのではなく、メコン・ウォッ

チが懸念している開発問題について報道してもらうことにある。メコン・ウォッチが関

係した記事は、今年は別添１に挙げた 29 本だった。一昨年の 21 本、昨年の 10 本と比

べて大きく増加している。その理由として、メコン・ウォッチが知られるようになった

ため、メコン・ウォッチから働きかけないでも取材されることが増えたこと、またメコ

ン・ウォッチのスタッフが積極的に投稿したこと、が挙げられる。 
 
                         政策提言とアドボカシー                         
 
この活動には 2 つの目的がある。1 つは、メコン河流域国における二国間・多国間援

助プロジェクトによる被影響住民や市民社会組織からもたらされる訴えをもとに、個別

のプロジェクトの改善を政府関係機関に働きかけること、もう 1 つは、具体的に起きた

問題の教訓から、政策改善に結びつけることである。 
 
◆JBIC 

過去 4 年間の活動の成果として環境社会配慮ガイドライン及び遵守のための異議申

し立て制度が 2003 年 10 月から完全に施行された。2003 年度からはこの政策が適切に

執行されるのをモニタリングすることが重要な活動となっている。 
具体的には、ベトナムのターチャック貯水池プロジェクトの SAPROF（案件形成促進

調査）への関与がある。この調査が新しいガイドラインに沿って行われるように外部検

討委員会の一員として JBIC に働きかけたほか、ハノイでベトナム政府を対象とした過

去ダムセミナーを JBIC 主催で開催した。 
ガイドラインの適切な運用については、NGO-JBIC 定期協議や国際開発ジャーナルへ

の投稿を通じて懸念を明らかにした。 
 
＊働きかけた個別プロジェクト：ラムタコン揚水式発電所（タイ）、ターチャック貯水

池プロジェクト（ベトナム） 
 
◆JICA 

環境社会配慮ガイドライン改定委員会の一員として、のべ 19 回の委員会と 10 回以上

の非公式勉強会や提言の起草委員会に松本が参加。毎回具体的な提案を出しながら、議

論をリードしてきた。特にプロセスの透明性の向上、意味ある住民参加の確保、社会配

慮の充実、要請段階からの情報公開の徹底、事業を支援しないことを含めた意思決定の

明確化などを提言に盛り込んだ。その後は、提言内容が実際のガイドラインにできるだ

け反映されるようにフォローアップする委員会にも参加し、提言をほぼ活かしたガイド

ラインが 2004 年 3 月に完成した。 
また、JICA のガイドライン改定を通じて、日本貿易振興会（JETRO）など JICA と類

似したスキームを持っている政府機関にも同様の環境社会配慮を求める提言を行った。 
 
＊働きかけた個別プロジェクト：国道一号線改修計画（カンボジア）、半乾燥地帯植林

プロジェクト（ビルマ） 
 
◆外務省 

JICA の環境社会配慮ガイドライン改定の中で、外務省の無償資金協力のプロセス改

善を強く働きかけた。 
ベトナムに関する国別援助計画の策定をめぐっては、メコン河流域の越境的な観点、

ベトナムの政治・社会的な特性を考慮した環境社会配慮の重要性を盛り込むように要請

し、概ねそれが反映された。 
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2003 年 12 月の日本―ASEAN 特別首脳会談に合わせて、メコン地域開発戦略につい

て外務省と意見交換し、首脳会談後、その結果について議論する場が設けられた。更に

2004 年 3 月に在外公館や他省・機関を含めたメコン開発会議に合わせた意見交換会が

設定された。いずれの機会においても、流域国電力網や送水網整備に伴う越境的な環境

社会問題への対応、対ビルマ ODA 政策の透明性について、具体的な対策を求めた。 
 
＊働きかけた個別プロジェクト：ワ州麻薬撲滅・農村開発事業（ビルマ）、国道一号線

改修計画（カンボジア）、対ビルマ ODA 全体 
 
◆多国間開発銀行（MDBs） 

ADB の情報公開政策の改定が遅れたため、2003 年度は、改定プロセスの改善と、改

定に向けた提言を出すに留まった。改定にあたっては、基本的には全て開示であるとい

う原則、例外的に不開示にできる場合の特定化、不開示に対する異議申し立ての仕組み

などを確立するよう求めている。 
タイのサムットプラカン汚水処理プロジェクトをめぐるインスペクション機能申し

立てで明らかになった問題として、ADB の政策の一部が遵守の対象となる業務マニュ

アル（OM）に盛り込まれていないことがわかった。OM 改定はそれを受けて行われて

いる。改定のプロセスの透明化とセクター政策の OM 化を要求した。 
 
＊働きかけた個別プロジェクト：チョンクニアス港建設計画（ADB／カンボジア）、ラ

ムタコン揚水式発電所（世界銀行／タイ）、ナムトゥン２ダム（世界銀行／ラオス） 
 
◆日本の情報公開法 
日本国内の情報公開法を使った活動はもともと問題プロジェクトをモニタリングす

るための手段として行ってきた。2003 年度は JBIC に 2 件、JICA に 2 件の情報公開請

求を行った。一方で、不開示に対する異議申し立てを JBIC に対して 2 件行った。2002
年度に異議申し立てを行ったビルマのバルーチャン第 2 水力発電所基本設計調査報告

書については、外務省が不開示を取り消し開示した。 
不開示に対する異議申し立てを積極的に行う中で、情報公開法を使った活動は、プロ

ジェクト・モニタリングの方法という当初の目的を超え、制度の運用改善などアドボカ

シーとしての意味が高まってきた。 
 
                                評   価                                 
 
◆調査研究・モニタリング 

新たなスタッフが加わったことで、中国雲南省とカンボジアのモニタリング活動は計

画に近い成果があった。一方で、ビルマについては、思ったほどの活動が実施できなか

った。また、電力や森林のセクター分析は実施できていない。理由としては、優先順位

が高い個別プロジェクトのモニタリングや政策面での働きかけにより時間を使うこと

が挙げられる。セクター調査の必要性については改めて議論が必要である。 
 
◆情報発信 

今年は談話室の開催回数、メールニュースの発信回数、フォーラム Mekong の発行回

数とも計画通りとはいかなかった。一方で、メコン・ウォッチの知名度や活動内容への

理解については、少なくとも政府関係機関や研究者の間では確実に高まっている。その

背景には、講演依頼に積極的に応じていること、政策協議の場で積極的な提言を行って

いること、更に海外にいるスタッフがマスコミ・研究者・助成機関・国際 NGO などに

適切に対応していることがあるだろう。情報発信の目的を見直し、効果的・効率的な情
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報発信について議論する必要がある。 
 
◆政策提言・アドボカシー 

前年度の報告で、「外務省や JICA などこれまであまり効果的な働きかけができてい

なかった省・機関に活動の中心を移していく必要がある」と評価したが、2003 年度は

その通りになった。JICA の環境社会配慮ガイドライン改定では、かなりメコン・ウォ

ッチとして盛り込みたい内容を入れることができた。また、外務省との協議についても、

国際協力 NGO センター（JANIC）のようなネットワーク組織に属していないメコン・

ウォッチがこうした協議に参加する余地はこれまでなかったことを考えれば、徐々に成

果が出てきていると考えられる。前年度に続き制度作りに時間を費やしたが、今後はこ

うした新たな環境社会配慮政策が実際の問題を未然に防げるようなモニタリングを行

うことに力を注ぐ必要がある。 
 
【短期目標との対照】 
 

2003-04 年度 短期目標 2003 年度の評価 
ベトナム 
現地 NGO・住民に情報提供する方法の確立 ターチャック SAPROF が非公開のため、まだでき

ていない。 現地からの情報収集の方法を確立する 
問題意識を共有できる研究者とコンタクト

を作る 
ターチャックSAPROFで実施した過去ダムセミナ

ーを通じて少しできた。 
セクター分析と情報発信をできるようにす

る（電力・治水・森林） 
電源開発についてはフォーラム Mekong で発信し

たが、治水・森林は未達成。 
関係する日本政府・機関・NGO とのチャン

ネルを確立する 
現地大使館・JBIC とのチャンネルはできている。

ベトナムで活動する日本の NGO とは、国別計画

や財務省との協議を通じて確立しつつある。 
カンボジア 
現地 NGO・住民に情報提供する方法の確立 スタッフの駐在によって現地 NGO とのコンタク

トは強化され、少しずつ実現できている。 現地からの情報収集の方法を確立する 
セクター分析と情報発信をできるようにす

る（森林・漁業） 
これはまだできていない。 

国際機関（ADB ミッション、MRC）とのチ

ャンネルを確立する 
MRC とは関係ができた。ADB の現地事務所とは

対話のチャンネルはできていない。 
在プノンペン・日本メディアとの関係を強

化する 
一部の日本のマスメディアやカンボジアの英字新

聞と関係ができた。 
ラオス 
現地 NGO・住民に情報提供する方法の確立 いずれも現段階では未達成。ウドムサイ県パクベ

ン郡の森林プロジェクトの動向とナムトゥン２ダ

ム計画のモニタリングを通じて 2004 年度に達成

する予定。 

現地からの情報収集の方法を確立する 

セクター分析と情報発信をできるようにす

る（森林・水力発電） 

タイ 
開発問題の早期警戒の方法を開拓する 未達成だが、JBIC 市民ガイドを使って 2004 年度

に実施する予定。 
セクター分析と情報発信をできるようにす

る（森林・水・電力） 
電力についてはフォーラム Mekong で発信した

が、引き続き情報のアップデイトが必要。水につ

いては送水網計画について調査を始め、フォーラ

ム Mekong で発信した。森林については現段階で

は優先順位が低い。 
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日本政府や国際機関の現地事務所とのチャ

ンネルを確立・強化する 
バンコクの土井・木口を中心に、JBIC や ADB の

現地駐在員との関係が強化された。その結果とし

て頻繁な情報交換やフィールドスクールの受け入

れが実現した。JICA や大使館については会議で顔

を合わす程度に留まっている。 
在バンコク・メディアや研究者との関係を

強化する 
メディア側からの問い合わせは増えた半面、直接

的なコンタクト数は減少。 
在タイ日本人への働きかけを体系化する バンコクセミナーを 1 度開催したものの、体系化

はできなかった。 
メコン・ウォッチと目的・活動を共有する

NGO（TERRA、SEARIN、Focus、ビルマ関

係 NGO）の動向を体系的に追い、意見交換

をする 

体系的ではないが、緊密な連絡や情報交換はでき

ている。 

ビルマ 
日本政府とのチャンネルを確立する かなり前進した。外務省、現地大使館とのやり取

りがスムーズになっている。 
現地のニーズを把握する いくつかの現地グループと信頼関係を築くことが

でき、その範囲ではアドボカシー活動のニーズは

あると判断。しかし、ニーズ把握は不十分であり

2004 年度も継続。 
在日ビルマ人の中に開発問題に通じた人を

育てる 
関心を持っている在日ビルマ人とコンタクトはで

きたが、活動は実施できず。 
中国雲南省 
現地からの情報収集の方法を確立する 2003 年 8 月の雲南調査のフォローアップが不十分

なので確立はできていないが、とっかかりはつか

めた。 
問題意識を共有できる研究者とコンタクト

を作る 

流域全体 
国境を越える環境問題について、日本政府

及び市民の理解と関心を高める 
外務省とは議論できる状況になった。松本が『ア

ジア環境白書』（東京経済新報社）にメコン河流

域の越境環境問題について執筆し、研究者の関心

を得ることができた。 
情報の活用 
メコン・ウォッチのリソースにアクセスす

る市民・政府関係者を増やす。 
フォーラム Mekong 購読者数、ホームページアク

セス数は微増。メールニュース登録者は 30 パーセ

ント増。政府関係者も増加。 
政府関係者への情報提供方法を確立する 財務省、JBIC については今までもできていたが、

外務省や JICA の担当者にもメールによる情報提

供ができるようになった。 
海外のメディアへの効果的な情報提供方法

を開拓する 
在タイや在カンボジアの日本以外のメディアとつ

ながりができた。 
政策提言 
融資・援助機関の政策（特にセーフガード）

が遵守される 
新しい環境社会配慮ガイドラインが 2003 年 10 月

に施行されたばかりなので、成果の議論にはもう

少し時間が必要。 
流域国の市民が情報公開制度を理解し活動

に使えるようになる 
JBIC 市民ガイドの発行が遅れたため未達成。 

組織 
自主財源を増やす（絶対額） 売上、会費、寄付、事業収入が前年度より約 56

万円、率で 15%近く増加した。 
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                                スタッフ                                
 
松本  悟   事務局長（～2003 年 9 月）、代表理事（2003 年 10 月～） 
福田 健治  アドボカシー･コーディネーター、事務局担当理事（2003 年 10 月～） 
大橋  環   ビルマ担当 
木口 由香  タイ担当、ムン川調査コーディネーター 
土井 利幸  ADB 担当シニアアドバイザー 
東   智美  ラオス担当、総務担当（2003 年 4 月～） 
大澤 香織  中国・雲南省担当（2003 年 5 月～8 月） 
杉田 玲奈  カンボジア担当（2003 年 10 月～） 
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別添 １ 
メコン・ウォッチが関係した記事一覧 

2003 年 4 月～2004 年 3 月 
No 日付 メディア 内容 
1 03 年 7 月 19 日 朝日 パクムンダムの水門開放 
2 03 年 7 月 22 日 朝日 ナムトゥン２ダム 
3 03 年 8 月 6 日 JapanTimes JBIC の異議申し立て制度（MW 主催ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ） 
4 03 年 9 月 19 日 朝日 ODA の異議申し立て制度 
5 03 年 9 月 23 日 週刊ｴｺﾉﾐｽﾄ JBIC の異議申し立て制度 
6 03 年 9 月 29 日 NHK クローズアップ現代（ｻﾑｯﾄﾌﾟﾗｶﾝ汚水処理事業） 
7 03 年 10 月号 ｱｰｽｶﾞｰﾃﾞｨｱﾝ 単純化されるメコンの水問題 
8 04 年 3 月 6 日 信濃毎日 パクムンダムの水門開放（共同通信） 

以以下下はは、、執執筆筆にに直直接接関関与与ししたたもものの  
9 03 年 4 月 4 日 ﾊﾞﾝｺｸ週報 住民組織や NGO が国民議会を開催し政権批判 

10 03 年 4 月 18 日 ﾊﾞﾝｺｸ週報 メコン河上流浚渫を一時中断 
11 03 年 5 月 9 日 ﾊﾞﾝｺｸ週報 天然資源大臣が ADB を訪れｻﾑｯﾄﾌﾟﾗｶﾝを議論 
12 03 年 5 月 23 日 ﾊﾞﾝｺｸ週報 ﾊﾟｸﾑﾝﾀﾞﾑ水門開放、現地への不利益 
13 03 年 6 月 20 日 ﾊﾞﾝｺｸ週報 ｻﾑｯﾄﾌﾟﾗｶﾝ汚水処理事業の汚職問題 
14 03 年 7 月 4 日 ﾊﾞﾝｺｸ週報 ﾊﾟｸﾑﾝﾀﾞﾑ、4 か月の水門開放始まる 
15 03 年 7 月 18 日 ﾊﾞﾝｺｸ週報 ｻﾑｯﾄﾌﾟﾗｶﾝ汚水処理事業と汚職疑惑 
16 03 年 9 月 15 日 ﾊﾞﾝｺｸ週報 貧民フォーラムのワニダーのインタビュー 
17 03 年 9 月 22 日 ﾊﾞﾝｺｸ週報 73 年 10 月 14 日運動から 30 年 
18 03 年 9 月 29 日 ﾊﾞﾝｺｸ週報 ｻﾑｯﾄﾌﾟﾗｶﾝ汚水処理事業（ｲﾝﾀｰﾋﾞｭｰ） 
19 03 年 10 月 13 日 ﾊﾞﾝｺｸ週報 ｻﾑｯﾄﾌﾟﾗｶﾝ汚水処理事業（ｲﾝﾀｰﾋﾞｭｰ） 
20 03 年 10 月 15 日 読売 論点―ODA 改革の実行を求める 
21 03 年 10 月 27 日 ﾊﾞﾝｺｸ週報 環境や職場の汚染による健康被害（ｲﾝﾀｰﾋﾞｭｰ） 
22 03 年 11 月 10 日 ﾊﾞﾝｺｸ週報 環境や職場の汚染による健康被害（ｲﾝﾀｰﾋﾞｭｰ） 
23 03 年 11 月 24 日 ﾊﾞﾝｺｸ週報 ラオス、ラオファーマー社の事業とその農村開発 
24 03 年 12 月 8 日 ﾊﾞﾝｺｸ週報 パクムンダム水門開放 4 か月 
25 03 年 12 月号 開発ｼﾞｬｰﾅﾙ JBIC の環境社会配慮ガイドライン運用に注文 
26 03 年 12 月 15 日 ﾊﾞﾝｺｸ週報 貧民フォーラム発足から 8 年 
27 04 年 1 月 12 日 ﾊﾞﾝｺｸ週報 送水網と水の有料化 
28 04 年 3 月 8 日 ﾊﾞﾝｺｸ週報 ムン川の自然と人々の資源利用について（連載） 
29 04 年 3 月 20 日 ﾊﾞﾝｺｸ週報 ムン川の自然と人々の資源利用について（連載） 
 
 

別添 ２ 

メコン談話室（2003 年 4 月～2004 年 3 月） 
日付 テーマ 講演者 

2003.4.25  第 17 回 雲南省―多民族地域の水資源管理 ﾅﾀﾝ･ﾊﾞﾃﾞﾉｯｸ 
2003.6.12  第 18 回 ナカイ高原の人々とナムトゥン２ダム計画 ﾌﾞﾝｽｯｸ･ｽｸｻﾜｯﾄ 
2003.10.10  第 19 回 流域の人々から見た 4 か月間の水門開放 木口 由香 
2003.11.26  第 20 回 ラオスの焼畑と住民の生計維持 森本 隆司 
 
 


